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委員会は希望する。

本書は“Problemsof Developing an Index of Harm"， ICRP Publication 27 

(1977)の全訳であり， ICRPの了解のもとに，仁科記念財団と日本アイソトー

プ協会とが協力して編集し刊行したものである。

翻訳は放射線医学総合研究所の伊沢正実，稲葉次郎，岩崎民子，佐藤文昭，

舘野之男，丸山隆司の諸氏によって行われたものであるが，編集者において，

既刊の ICRPPublicationで用いてきた用語との調整等，必要な修正を行った。

序文に記されているように，本書は Recommendationsof the International 

Commission on Radiological Protection， ICRP Publication 26 (1977)との関連

で読まれるべきものであるけれども，両者の統ーは必ずしもとられていない。

たとえば， Publication 26では，吸収線量と線量当量の単位はそれぞれグレイ

とシーベルトを使っているが，本書ではラドとレムを使い， Publication 26の

リスク係数 (riskfactor) を本書では単にリスク，あるいはリスク率 (r比

rate)とよんでいる。なお，原文の明らかな誤りはことわりなく訂正した。

また，被曝の平均年齢 (meanage of exposure)は10項の注に定義されてい

る量をさすものなので，読者は注意されたい。

おわりに，原訳にあたられた各位の労に厚く謝意を表する。

1978年7月

編 者



Nishina
Memorial

Foundation

Japan
Radioisotope
Association

Japanese Translation Series of ICRP Publications
Publication 27

This translation was undertaken by the following colleagues.

Translated by

Masami IZAWA, Jiro INABA, Tamiko IWASAKI, 

Fumiaki SATO,  Yukio TATENO, Ryuji MARUYAMA

Editorial Board

The Committee for Japanese Translation of ICRP Publications,

Japan Radioisotope Association

Fumio YAMAZAKI（Chair） Hidehiko TAMAKI（Vice-chair）

Masami IZAWA ＊ Tatsuji HAMADA　　　Eizo TAJIMA

Presumed the founding committee members.
＊Former ICRP member.



( i ) 

目 次

項頁

序 -………………・……………・・…………-……………………(1)

緒 論 -… … …・・・・・・… …・ 一………・・…・………・…......1 (2) 

判断規準としての死亡……・…...................…ー …一一..….4 (3) 

職業上の死亡数の年齢分布…一一……・………・一一ー……・・….6 (4) 

放射線で誘発される死亡による寿命の平均損失…・ ・…・…一 一9 (6) 

職業上の傷害………・………………………ー…・一一……… ー16 (12) 

定義された重篤度をもっ傷害の頻度・・ ………………ー…… 0 ・・17 (12) 

事故が原因の損失作業日数の総計 ・……・…一一一 ・・一 ……・20 (14) 

職業病- ……………・…………・…・…・…・ ・……… .28 (19) 

放射線で誘発される身体的影響……・…- 一… … …… ・31 (22) 

放射線で誘発される遺伝的影響……・………・ … …・ ……43 (26) 

妊娠中に放射線で誘発される影響……いH ・H ・・…-・…・一一51 (31) 

妊娠の頻度……・・・……・ …・ …・… ……………………...52 (32) 

着床前のリスク………......一……ー…・・………・…・…・……53 (33) 

旺に対するリスク・・…….. …………………...・H ・...……ー…55 (34) 

胎児に対するリスク...・H ・....…-…-・・…・・… ・…....・H ・-…・…・・58 (35) 



(ii) 

妊娠中の照射によって付加されるリスクの総計・……・…・・……60 (35) 

年齢および性によるリスク率の変動・…・…....・ H ・-…......・ H ・-…65 (37) 

害の指標の考えられる表現法………・・....・ H ・-……....・ H ・-…68 (39) 

v+三Aぉ

栢 珊・ー・・… 一・・…・・……・…… ....・H ・....…… ……………・・…・・75 (42) 

謝辞…・…………・…・……-……・...............・ H ・.....・ H ・.......・ H ・-…・・(43)

文 献…・・・ ………………………………………-…・...・ H ・-一'(45)



(1) 

序

国際放射線防護委員会は1973年4月に，次の問題に関する報告書の作成を

Edward Pochin卿に依頼した。それは，傷害または誘発される疾病の種類お

よびそれらの重篤度と相対頻度とが職業によってまったく異なるかもしれない

ということを考慮に入れて，放射線被曝を伴う産業を含む異なる産業の安全性

を比較するのに必要な諸問題に関するものである。

この報告書に記されていることの多くは， ICRP Publication 26として1977

年に刊行された委員会の勧告を補足するもので，同勧告と関連させて読まれる

べきものである。



(2) 

緒 論

(1) いかなる職業上の放射線被曝またはその他の被曝についても，適切な

限度を勧告するためには，ある与えられた放射線被曝の結果起こるかもしれな

い有害な影響の種類と頻度とを推定することが明らかに望ましいことである。

そのうえ，そのような被曝を伴うある職業の安全性を評価しそれを他の職業の

安全性と比較するには，放射線に被曝した人々およびその人々の子孫に引き起

こされるかもしれない害の合計を，他の職業に伴う害の合計，すなわち致死的

傷害，ささいな傷害，職業病，あるいは作業環境中の変異原に基づく影響によ

る害の合計と比較することが大切である。

(2) この問題に対する論理的な解決は， どんなものであれ，明らかに不可

能である。というのは，放射線のいろいろな悪影響と他の職業の傷害のそれと

は種類が相互に異なるばかりでなく，おそらく個人個人によって異なる重要さ

をもつものと見なされるからである。それでも，異なる種類の労働不能または

疾病の相対的重要性については，それらがいかなる論理的な意味でも同じ尺度

で測ることはできないものであるにもかかわらず， 一致した見解が明らかに存

在する。リンゴとナシを足すことは科学者にはできないが，子供ならだれでも

できるのである。

(3) したがって，まず最初に必要なのは，異なる種類の害に関して任意の

荷重係数の一組を作ることではなくて，異なる種類と重篤度とをもっ有害な

影響が異なる職業上の状況下で起こる頻度の調査であり，そうすることによっ

て，害に主として寄与するもの，およびそれら相互間の比較に関し，一層容易

に一つの見解をかたちづくることができるようにすることであると思われる。

これらのかなり困難な問題を明白かつ正確に定式化することができなければ，



(3) 

明白な解答も期待できない。リンゴとナシのどちらを好むかを一般的にいうこ

とはむずかしし、かもしれないが， 7つのリンコ。をとるか 2つのナシをとるかを

いうことは容易であろう。したがって，以下の記述は，問題に答えることでは

なく問題を定式化するのに役立てることを意図したものである。

判断規準としての死亡

(4) 異なる産業の相対的な安全性の指標あるいは害の指標と して死が通常

用いられており(1)，職業上の原因に帰することのできる死亡頻度は明らかにあ

る有用性をもっている。こうして，放射線被曝のリスクの推定値が，与えられ

た被曝によって誘発されるかもしれない致死的ながんの確率に基づいて推定さ

れ， この推定死亡率と他の職業で起こる事故死の頻度から得られる死亡率とが

比較されてきた。ω

(5) この簡単な判断規準は，計算が容易であいまいさがないものではある

けれども，数多くの制約をもっている。まず第ーに， この判断規準は多くの職

業で非常に頻繁に起こるであろう死にいたらないすべての傷害，疾病および永

久労働不能を考察対象から除外している。しかしながら大部分の職業上の被

曝で見られるような低線量では，放射線が死にいたらない傷害をかなりの数引

き起こすことはありそうにないと主張され，それゆえ，もし放射線被曝を伴う

一つの職業が，誘発される死亡数で比較して他の職業よりも安全であるとすれ

ば，死にし、たらない影響で比較すればもっと安全ということになる，と主張さ

れている。

第二の制約は，ある頻度の事故による直後の死と，それと同一頻度であるが

いろいろな種類の悪性疾患によるある期間経過したのちの死との聞の相違であ

り，後者の方が大きい不安をもたらす可能性があるということにある。そのう

え前者は，正しし、かどうかは別として， この犠牲者の側の熟練の欠如に帰せら



(4) 

れることがあるが，後者は，被曝の許容限度内で正しくまた同じように作業す

るすべての人々のうちある割合の人々がまきこまれる，もっと偶然が支配する

危険性と考えられるであろう。

死亡率だけを使うことの第三の欠点は，死による寿命損失の長さの方が死と

いう事実自身よりも重要である，ということにある。それゆえ，死亡数の年齢

分布の観察値あるいは予測値についてある程度の考察をする必要がある。

職業上の死亡数の年齢分布

(6) 英国の製造業と建設業における1971年の事故傷害のための死者の年

齢，性別および業務内容を確認し，そこで得られたデータをこれら 2業種の年

齢別被雇用者数と関連づけることによって，作業中の致死的事故による死亡時

の平均年齢が検討されているJ女性ではわずか6人の死亡が起こっただけで為

ったため，解析は男性のみについてなされている。結果を表 1に示してある

が，年齢が確認されているのは製造業で246人，建設業で188人の死亡者であっ

た(表 1には含まれていないが年齢不明がそれぞれの業種で 4人と 13人あっ

た〉。製造業では，作業者の平均年齢が40.1歳であったのに対し，事故死亡時

の平均年齢は43.3(:t0.8標準誤差)歳であった。建設業では，作業者の平均

年齢が38.0歳であったのに対し，事故死亡時の平均年齢は 40.9(士1.0標準誤

差〉歳であった。したがって，両方のグループとも事故死亡時の年齢はその危

険にさらされた作業者集団の年齢よりもわずかであるが有意に大きい。このこ

とは明らかに死亡率の上昇(被雇用者 100万人あたり年あたりの〉が製造業で

は約30歳まで，建設業では約20~25歳まで認められ，以後65歳以上の年齢まで

死亡率がほぼ一定のままである(表 1)とし、う事実による。 14種の製造業を個

本この報告書ではデータの出所となった出版物を適時参考文献として記載してある。
しかし多くの点で公表された情報が得られず， そのような未公表のデータの情報源

に関しては“謝辞"を参照されたい。
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表 1 死亡事故，男性，英国， 1971年

製造業 建 設 業

護雇用者事故死路弘稔菱雇用者事故死覧室生怜

ωoω 亡数部報差〉 ω00人〉亡数 部留差〉

450 6 13土 5 117 7 60:!::23 

1，330 36 27士 4 340 45 132:!::20 

1，200 52 43土 6 270 46 170 :!::25 

1，300 62 48:!:: 6 240 26 108:!::21 

1，170 61 52土 7 200 43 215:!::33 

460 23 49:!::10 90 16 180:!::45 

140 6 43:!::18 26 5 192:!::86 

6，050 246 41:!:: 3 1，280 188 147土11

40.1 43.3 38.0 40.9 

個に調べると，そのうち13種で死亡時の平均年齢が作業者の平均年齢より大き

く，その差は平均3.2(:!::0.8標準誤差)歳であったことから， このことはその

ような職業に共通な特性と考えられる。

(7) 他の職業についても同様な調査が英国の上記以外の情報{のを用いて行

われた。この調査は多くの職業について作業者の年齢分布と事故死亡者の年齢

分布とを示している。死亡事故は，交通事故，家庭での事故，その他の事故と

して記載されており，この「その他の事故」の大部分は作業中の事故である。

「その他の事故」による死亡率が国民全体の平均値を超える 7つの職業グノレー

プでは，死亡時の平均年齢は 42.5歳で，作業者の平均年齢より0.8(:!::0.45標

準誤差〉歳大きし、。 事故死亡時の平均年齢は，軍人についての28.8歳という低

い値を除けば，記載された26の職業グノレーフ。閣であまり相違がなかった。

1971年の 3か月聞において日本の製造業ではω，185の事故による死亡時の

平均年齢は38.1歳であった。1，291万人の作業者の平均年齢は35.1歳であった。

カナダのデータも男性の産業事故による死亡時の平均年齢が男性被雇用者の

平均年齢とあまり相違しないことを示している。 15歳から64歳までの年齢の男



(6) 

性で， r主として産業型の事故J(5)による1970年の死亡者の死亡時の平均年齢は

38.1歳であった。 一方，この年齢区間のすべての男性の平均年齢は約36.5歳で

あった。作業者集団の平均年齢は就労時および離職時の平均年齢によるので，

36.5歳という値とはいくぶん異なるであろうが，大きく異なることはなさそう

である。

(8) 職業上の死亡事故による平均損失寿命が，事故死が起こった年齢での

余命から推定されている。イングランドとウエールズに適用しうる推定値ωを

使って，製造業で死亡 した人々の平均損失年数は28.6年，建設業では30.2年で

あり， リスクの高い 7つの産業グノレーフ。で、は29.3年であった。異なる業種にお

けるリスクの種類や程度によってこの値がどのように変動するかをさらにチェ

ックすることは有益であろう。しかしながらいまのところ，職業上の事故死を

平均約30年の寿命の損失を伴うものとみなすことは合理的と思われる。

放射線で誘発される死亡による寿命の平均損失

(9) 放射線により誘発される致死的条件のいずれに関しでも，これと比較

される値が推定できた。ただし，平常レベノレの職業上の被曝では多分致死悪性

腫蕩の誘発だけをもたらすと考えられる。(遺伝的損傷による死あるいは胎児

照射による死はあとで考察する。〉そのような推定のためには， 次の 6点に関

する情報が必要である:

(1) いろいろな種類の職業についている聞に受けた放射線被曝の年齢分布;

(2) 被爆後，被曝により誘発される致死的疾患による死亡までの期閣の分布;

(3) 潜伏期間と該当する被曝が起こったときの年齢との関係があれば，その

関係;

仏) 被曝者集団の年齢構成;

(5) 自然の原因による死亡時の年齢分布;

(6) 悪性腹蕩の発生が始まるのに一定の被曝の蓄積が必要かどうかの知識。



(7) 

(10) 放射線被曝を伴ういろいろな職業に関して，被曝の平均年齢と作業者

集団の平均年齢との聞の関係を示す情報が得られている (9項の(1)と(4))0* 

(a) 1973年に雇用されていた 123人の非破壊検査技師では，その年に受けた

線量と年齢との聞に有意な相関関係はなかったか=+0.17)。その集団の

平均年齢は33.2歳であり，放射線を受けた平均年齢は32.8歳であった。こ

れに加えて，調査時に記録されていた職業上の被曝の総計からの蓄積線量

(D rem) は， 作業者の年齢 (N歳〉と直線関係をもち，DのNに対する

回帰は D=0.44(N-17)で与えられた。

(b) ある放射化学センターの 614人の作業者では， 1年間(1973年〉の被曝

線量dは年齢Nとの聞に，d =0.18+0. 02Nで与えられる弱い正の相闘を

示した。この集団の平均年齢は41.1歳でゐり，被爆の平均年齢は45.3歳で

あった。

(c) ある総合病院では，年間被曝線量と年齢との聞には有意な相闘がなかっ

た。診断にたずさわる70人の放射線技師のグノレーフ。で， r~ 十0.17，治療

にたずさわる10人の放射線技師の小グノレープで，r=+0.07，また， 10人

の放射線科医でァ=-0.17であった。放射線技師(女性77人，男性3人)

の平均年齢は24.5歳であり，放射線科医(女性1人，男性9人〉の平均年

齢は33.6歳であった。

本定義

年齢 A1から A2 までの集団における被曝の平均年齢 AD は

I-J::NDAdA 
nD--]戸戸

で与えられる。ここでNはある年齢の作業者数，Dはその年齢で受けた平均線量

である。作業者の平均年齢 ANは

百 -J::mdA
-N  J::MA 

で与えられる。
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匂) 3つの原子力施設では，作業者の平均年齢は44.3歳， 41.3歳および40.4

歳であり，平均の蓄積線量を受けたときの年齢はそれぞれ48.0歳， 43.4歳

および45.2歳であった。そして，モニターされていた 7，005人の作業者全

員について，平均年齢と被曝の平均年齢との差は平均 3.3歳であった。

(e) 英国の 8つの原子力発電所における 3，587人の男性作業者の平均年間線

量は， 30-60歳の人が30歳未満あるいは60歳を超えた人に比べてわずかに

高かった〈表 2)。しかし，被曝の平均年齢 (41.65歳〉は作業者の平均年

齢 (41.05歳)とほとんどちがし、がなかった。

表 2

年齢(歳〉 18--20 21--30 31--40 41--50 51--60 >60 計

作業者数(%) 2.2 18.7 28.6 29.6 18.0 2. 9 100 
平均線量 Cremy-l) o. 23 O. 34 0.42 0.42 0.40 0.33 0.39 

標準誤差 O. 06 0.10 O. 10 0.10 O. 10 O. 07 

(f) 平均年齢と被曝の平均年齢との聞に同様の小さな相違があることはカナ

ダの原子炉施設における作業者の線量記録から示されている。平均線量を

受ける時期は，作業の種類によって，平均雇用期間より O~l 年遅れてい

た(表 3)が，その平均の差はわずかに0.35年であった。

(g) 日本の，放射線被曝を伴う 8つの職業における6，500人(男性6，246人，

女性254人〉の作業者の年齢別年線量分布に関する情報がある。被曝の平

均年齢は全作業者集団の平均年齢よりも平均して1.4歳大きかった。個々

の職業では，その差は原子力施設の作業者クソレープのプラス 3.2歳および

2.5歳から，原子力施設の建設および保守に関連するある会社でのマイナ

ス3.1歳(被爆の平均年齢が作業者の平均年齢より低Lつまで変動してい

る。医療，研究と教育，および非破壊検査を含めた工業関係の作業者につ

いては，平均値の差は 1年未満であった。

したがって，職業上の体外放射線被曝は年齢によって変わらずほほ一定
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表3

就業後の年数で表した

作業グループ 作業者数平均就業期間 平均線量均被曝期時 差までの平 間

原子炉運転作業者 438 5.92 5.97 +0.05 

機械保守作業者 270 4. 86 5. 15 +0.29 

コントロール技術者 234 5. 29 5.49 +0.20 

その他の被曝作業者 1， 137 4. 60 5.57 +0.97 

全被爆作業者 2，079 4.99 5. 34 +0.35 

の率で起こるようである。上に示したすべてのデータの平均値として，被

曝の平均年齢は被曝した作業者の平均年齢より1.9歳大きし、。

(11) 体内被曝という一層困難な問題に関してはデータが得られていない。

しかしながら，間9PUや 226Ra のように長い実効半減期で人体内に滞留する物

質の場合には，年線量は年齢とともに増加することが明らかに予想される。 18

~65歳の各年齢の人が同数いる被曝者集団について， しかも各年齢で同量の長

い実効半減期の物質を摂取した場合には，全滞留量， したがって線量率は年齢

とともにほぼ直線的に増加することになる。 このような状況では， (平均年齢

および被曝の平均年齢を定義している積分 (10項の注)を計算することによ

り)被曝の平均年齢は65一Ys(65-18)=49.3歳であり，その集団の平均年齢は

~(18+65)=41. 5歳となる。したがって，これらの状況においてすら，被曝の

平均年齢は被曝者集団の平均年齢より約 8歳しか大きくないことになる。

(12) 放射綜によって誘発される悪性腫蕩による平均の寿命損失の近似的推

定値を得るために，次のように仮定することとする:

(司 すでに議論した産業上被曝する男性集団と同じく，被曝者集団の平均年

齢は40歳の付近であること;

(ω 被曝の平均年齢は，調査した職業によるわずかな差と，長い実効半減期

をもっ核種による体内被曝の可能性とがあるが， 40歳より少し大きく，た

とえば42歳としておく;
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(c) 線量の各成分は，ある潜伏期間の後に死をもたらす悪性腫蕩として現わ

されるリスクの成分と関連づけられ，そのような悪性腫蕩を引き起こすの

に要する蓄積線量には しきい備がないこと;

匂) この“潜伏期間"の長さも一定の被爆線量に対する悪性腫療のリスクも，

少なくとも成人期の被曝では，被曝時の年齢によって変わらないこと;

(巴) 被曝後，被曝により誘発された悪性腫蕩により死亡するまでの平均期間

は20年から25年の聞であり，たとえば23年としておく。この値は，平均13

年の潜伏期聞をもっ白血病による死亡が20%あり，その他の致死悪性腫療

は平均25年の潜伏期聞をもつことと矛盾しない。

(13) このような仮定に基づけば，誘発される悪性腫療による死亡時の平均

年齢は42+23=65歳となる。この年齢での平均余命は英国のデータによると約

10年である。 (6) そこで，致死悪性腫軍事あたりの平均損失寿命は，職業上の事故

死によって失われる寿命を 8項で議論したように30年とすれば，その約%とい

うことになる。就労期間の後期での被曝によって誘発される悪性腫蕩による平

均の寿命損失は，若年時被曝のそれに比べて短いことを考慮するならば，致死

悪性腫蕩 1件あたりの損失寿命としては約13年といういくぶん高い推定値が得

られる。

(14) 致死悪性腫蕩あたりの損失年数の推定値は，いずれにぜよ職業の種類

によってかなり異なるであろう。もし，女性放射線技師のある集団において，

被曝の平均年齢が25歳，潜伏期の平均値が23年とすれば，悪性腫悪事 l件あたり

の平均の損失寿命は約30年となり， 産業上の事故死のそれと等しいことにな

る。または，長い実効半減期の放射性核種の連続的取り込みによって体内被曝

するある男性集団について，被曝の平均年齢が48歳とすれば潜伏期聞が23年で

あるということは，平均損失がわずか数年で為ることを意味するであろう。し

かし，職業上放射線に被曝する典型的男性集団では，誘発致死悪性腫窮あたり

の平均寿命損失は約1O~15年，すなわち致死的産業事故によるものの%から五
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であるようである。

(15) したがって，もし損失寿命の長さだけに基づいて比較しようとすれ

ば，たとえば年あたり被雇用者 100万人あたり 60例としヴ致死悪性腫療の年間

発生率を考えることができる。これは職業上の典型的な平均被曝線量率が 0.6

rem y-lであり，致死的がん発生率の平均値あるいは最大予想値が以下に議論

するように 100X 1O-6rem-1 で為ることから算出された数値である。致死悪性

腫蕩の発生 1 件あたり 1O~15年の寿命損失であることから，損失寿命の長さだ

けでみれば，この数値は死亡 1件あたり30年の寿命損失を伴う約 25XlO-6y-l

の死亡事故発生率をもっ産業に相当するであろう。この死亡事故率は英国の最

も普通の製造業でみられる事故率とほぼ同じで為る。つまり，英国では Chief

Inspector of Factoriesが死亡事故率を報告している 13種の製造業において

1959~1970年の聞に 56X10-6y-l としづ職業上の死亡率が認められている J71

この比較では，放射線で誘発される悪性でない原因による寿命短縮があるとし

ても，それは悪性な原因による寿命短縮に比べて小さいと仮定しており，この

ことは多分現在の知見では， ヒトについて真実であると思われる。しかし，こ

の比較は産業上の事故死のみに関係したものであり，職業上の傷害あるいは職

業上発生するいろいろな種類の疾病による死亡は考慮されていない。

したがって，このような害の比較は，明らかに，遺伝的傷害，妊娠中の胎児

の損傷，死にいたらない悪性腫窮，および，あとで致死的になることがわかっ

ている疾病の擢病期間のような放射線の影響，ならびに致死的でない事故と職

業病も含めるように拡大する必要がある。
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職業上の傷害

(16) 職業上の傷害の影響度を調べるにあたって， 2種の情報が利用でき

る。その第ーは，多少とも任意に定義された重篤度をもっ傷害の頻度を調べる

ことであり，これは，ある一つの職業でこの頻度が年齢その他の状況によりど

のように変動するか，あるいは，異なる職業での事故死亡率によりどのように

変動するかを見るためである。

第二に，たとえば，異なる重篤度の傷害の結果起こる休業期間の長さ， した

がって，そのような事故による年あたりの平均損失労働時聞を考慮に入れ，す

べての傷害の総影響度を算定しようとしてなされる一つの試みである。そうす

るとこの数値は事故死の頻度と関係づけることができ，異なる職業における事

故死一件あたりの，死にいたらない事故により失われる全労働時聞の推定値が

得られる。

それぞれの方法は，重大でかつ明白な制約をもっているが， どれも職業上の

傷害の総影響度を職業上の原因による疾病，または事故死の影響度と比較する

のに有効と思われるある関係を明らかにしている。

定義された重篤度をもっ傷害の頻度

(17) 事故傷害の“重篤度"についていろいろな定義が一般的に使われてお

り，それらは特定期間の休業，部分的あるいは全身的な永久労働不能あるいは

補償や年金の支払いといったようなものを含んでいる。それぞれの定義は明ら

かに多くの管理手続上の事項を含み，たとえば，あるきまった事故のために休

業する期聞は，種々の職業あるいは国における医療制度または証明の交付のし

かたによって，作業者の年齢あるいは経済的状態によって，事故の起こった曜
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さらに，疑いもなく他の多くの因子によっ日によって，年間の時期によって，

ある結論を出すこて，かなり異なるであろう。そのような事柄を保留すれば，

とは可能であろうと思われる。

異なる職業における事故死の頻度を事故によるあるきまった重篤度の(18) 

事故傷害の頻度に対してプロットすると，産業上の危険性の一般的レベルが増

大するにつれて，死亡率は通常は事故率よりも速く増大するようにみえる。確

かに，図 1に示すデータでは“労働不能事故"の発生数Aに対する死亡率Dの

この範ちゅうに分類された事故の発生率にほぼ比例しており，比は，
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の関係にある。

01969 
+ 1972 

20 40 60 80 

1，000人あたり，年あたりの
事故による労働不能者数(A)

。

図1 職業上の事故による労働不能者の頻度の関数として表した，事

故による労働不能者数と死亡者数との比。 1969年と1972年におけ

る米国の 8種の産業でのデータ〈表4)。

8種の主要職種では事故率はかなり異なっているが，表 4に示すように，

D/AはAの直線回帰をもち，調査された2か年については r=+O.95および

r=+O.97であった。ω

Aに伴う D/Aの同様の増加が，調査された他の 3種の産業クツレープ(19) 



(14) 

表4 米国の種々の職業における事故の頻度と事故死亡者数との関係

1969 1972 

D A D A 

事故死事 故 件 数
亡者数

事故死 事故件数
亡者数

職 業 100万人年あた り D/A2X 100万人 年あたり D/A2X
あたり 10-7 あ た り 10-7 

商 業 72 23，000 1.4 72 22，000 1. 5 

製造業 93 24，000 1.6 96 27，000 1.3 

サーピス業 121 22，000 2.5 120 23，000 2. 3 

行 政 132 24，000 2. 3 131 25，000 2. 1 

運輸業 378 44，000 2.0 362 43，000 2. 0 

農 業 650 55，000 2. 1 657 57，000 2. 0 

建設業 736 63，000 1.9 710 63，000 1.8 

鉱 業 1， 167 83，000 1.7 1， 000 67，000 2.2 

平 均 1.9 1.9 

でも見られており，そこでは A=KDnの式のnの値が0.5と0.8の間で変動し

た。リスクのレベルがあまり違わない英国の13種の製造業のグノレーフ，.(りでは，こ

の種のベき関数に最もよくあてはまる nの値は 0.8であった(この値で logA 

と nlogDは r=十0.92で相関した〉。日本のある産業のグノレープωでは n=

0.8， r= +0.80を示したが，別のグノレーフ。てーは n=0.5，r= +0. 97であった。

事故の分類のための判断規準が同一であると考えることのできる，ごくわずか

な場合しか調査されていないが，一般に危険な職業ほど全体の害に占める死亡

の割合は増加するのが普通のようである。

事故が原因の損失作業日数の総計

(20) しかしながら，必要とされるのは，全体の害の中でどのくらいの部分

、を致死的事故によるとみなすべきかという推定値である。この問題についての
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いくらかの見通しは，死にいたらない事故による総休業日数(たとえば，年あ

たり，作業者 100万人あたりを調べ，これを，同じ期間中の事故死による総

休業日数と比較することによって多分得られるであろう。一事故死あたりの死

にいたらない事故による暦年数で表した全休業期間(永久労働不能の期聞を含

む〉がいくつかの職業と国において算出されている(図 2と表 5)。
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図2 事故死亡率(被雇用者100万人あたり年あたりの死亡数〉の関数とし

て表した，職業上の事故による総休業期間〔暦年数，訳注表5の注参

照〉と死亡数との比。三か国の産業(表5と同じ〕についてのデータ。

EECの値はO印，米国のそれは十印，英国のそれは*印。

(21) 表 5Aは， 1960~1972年の聞のヨーロッノfの製鉄業に関する Eurostat

報告書(9)からのデータである。表 5Bは米国労働省が発表した値で，損失作業

日数とはノfートタイムの期間，兼業，一時的仕事への転職を含めての「記録し

うる職業上の傷害と疾病」によるものである(1暦年あたりの労働日数は200日

と仮定する〉。表 5Cは英国の保健省で発表したデータを，高い死亡率の 3種の

職業と低い死亡率の14種の職業とをそれぞれ 1グループとして示している。(11)

(22) “一死亡あたりの損失時間"についてのこれらの推定値は，年あたり
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表5 作業中の事故による損失日数

A ヨーロッパの製鉄業， 1960~1 972 

職 業 死 亡 数 亡1り0年0数万あ人たあたり死 事失故暦による損
日数

1死亡数あたり
の暦年

圧延 作 業 170 202 3，172，463 51 

コークス製造業 12 257 104，114 24 

補助業務 339 279 2，937，475 24 

製鋼 作 業 189 558 1，652，235 24 

高炉 作 業 101 560 627，957 17 

B 米国労働省

商 業 700 72 4，706，000 34 

製 造 業 1，400 93 11，481，000 41 

サーピス業 500 121 2，573，000 26 

運 輸 業 1， 100 378 2，663，000 12 

建 設 業 1，500 736 2，640，000 9 

C 英国の産業

14種の工場作業 166 32 5，180，000 106 

金属，れんが製業
造および造船

112 110 2，220，000 63 

建 設 業 204 146 1，450，000 23 

異なる職業での産業事故による損失時間および各職業での事故による 1死亡あたりの

平均損失時間(暦年数〉。ここで，“暦年数"は，“損失日数"が原データにおいて作業日

数で示されているものについては暦上の日数に換算したうえで暦年数として表示した。

100万人あたりの事故死亡数で表した職業の危険性と関係づけてみると，それ

ぞれの調査の中ではデータにかなりの規則性があり，異なる国での調査の聞に

もある程度までは規則性がある(図 2)。さらに， ヨーロッパの製鉄業の安全

性は年々改善され，事故死亡率は約 400X 10-6y-1 から 200X10-6y-1 まで 1年

に 3.3%ずつ低下しているが， 一死亡あたりの損失時間の推定値はこれに伴っ

て，年あたり 2.7%の上昇がみられる(表6と図 3)。

(23) この調査結果は明らかにもっと広い基礎に立って検討する必要があ

る。しかしこれは，本質的には単純に次の 2つの観察から導かれるように思わ



表6 ヨーロ γバ製鉄業における事故死亡率および 1死亡あたりの推
定損失時間推定値 (Eurostat1970) 

事故死亡率(100 HE亡あたりの
年 万人あたり，年 損数〉失時間(暦年

あたり)

1960 401 24. 0 

1961 336 28. 6 

1962 409 22.5 

1963 319 29.7 

1964 323 28.7 

1965 363 24. 5 

1966 260 32.4 

1967 251 30.9 

1968 325 24. 4 

1969 321 26. 7 

1970 307 28.6 

1971 269 34. 1 

1972 221 41. 2 

平均 316 29. 0 

変化率 -3.3 +2.7 

年との相関 -0.73 +0.60 

(17) 

れる。その第ーは，すでに記したように，事故死の年聞の頻度(D)は危険性の

増大とともに事故頻度(A)よりも速く増加すること，第二に，事故あたりの休

業期間の長さ(C)は，ある国の中で危険性の異なる種々の職業でおどろくほど

一定であること，である。たとえば， 62の米国の産業グノレープ(12) では， 平均

の休業期聞は 14(:1:3.5標準偏差〉日で，事故率との聞にC=12十7XI0-5Aで

与えられるごく小さな回帰をもち，そのうちの主要クツレーフ。は12~16 日の範囲

内にあった。

同様に， フランスにおける 6つの主要職種(13)については C=20. 7+5XI0-5 

Aで，平均期聞は24.9 日，その範囲はこの主要グループにおいて23~30 日であ

った。他の調査では，異なる職業でのCの値が与えられており，その平均値に

対する変動係数は25%程度であった。
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図3 事故死亡率(被雇用者100万人あたり年あたりの死亡数〉の関数
として表した，事故による総休業期間〈暦年数，訳注:表5の注

参照、〉と死亡数との比。 1960~1972年の各年のヨーロッパの製鉄

業に関するデータ(表6)。

したがって，A=KDねならば，一死亡あたりの損失時間Lは Dの関数とし

て近似でき，次式で与えられるであろう。

L=AC/ D=CK/ D!-n 

0.5と0.8の間にある nに対して，LはDの増加に伴ってゆっくり減少する。

(24) この種の何らかの一貫した関係が， どこの国のいろいろな職業につい

ても，また，国によって通知手続きに相違があるにもかかわらず国々の閣でも

成り立っとすれば，職業上の事故死による害と死にいたらない事故による害と

を，若干試験的ではあるが，比較することは考慮に値することになる。職業上

の原因による 1つの事故死からの平均寿命損失は約30年であることをすでに示

した。死による損失時閣の方が，事故の結果としての休業による同じ損失時間

よりも“もっと悪い"と仮定すると，“一死亡あたりの損失時間"が30年を超え

る条件では，害に大部分寄与するのは事故死ということになるく図 2)。

く25) もちろん，この仮定は自明のことではない。ときには，その作業者に
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とっては長い間続き苦しむ労働不能よりも死の方がましだと思うこともあるか

もしれない。その家族にとっても，たびたびくり返される，あるいは長期間の

休業期間の不安，看護の問題，および経済的重圧は， しばしば死よりもわるい

ものであるように見えるかもしれなL、。しかしながら，一般に，たいていの休

業期聞は2か月以内の短期間である。すなわち，$0る代表的な調査(11) によれ

ば，すべての休業回数のうち75%は，継続日数が7週間以内のものであり， 50 

%は3.5週間以下であった。

(26) しかし明らかに，永久労働不能を引き起こす事故を，死にいたらな

い傷害による休業期聞を算定するさいに考慮を加える必要があり，その他の事

故との相対値としての永久労働不能の頻度は，異なる職業によってかなり異な

るようである。日本の広範囲にわたる職業で，永久全部労働不能は産業上の原

因による事故死の率のわずかに約5%であるように思われた。同じグノレープで

(年あたり新たに生じる〉永久一部労働不能は事故死の約2倍の頻度であった。

(27) 一般に，死による損失年数が，死にL、たらない事故による休業のため

の損失年数と同程度あるいはそれ以上に， しかもおそらくかなりの程度に，重

大であると仮定することは合理的であるようである。 もしそうならば，約200

XlQ-Sy-l以上の死亡率でおる職業の事故の害の大部分を，職業上の死亡が占

めるであろう(図2)。

この種の判断規準に基づいた害に関する考えうる “指標"を考察する前に，

職業病の寄与と遺伝的損傷および胎児の損傷の寄与を考える必要がある。

職業病

(28) 職業病による害(死亡を含む〉を含めることには 2つの大きな困難を

伴う。第ーに，職業上の原因に帰せられる疾病の範囲を包括的に定義する こと
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は難しい。ある症状はこれらの原因によって単に悪化するだけかもしれない

し作業環境中の発がん性化学物質に起因する症状のようなものは遅くなって

はじめて認められるようになる。職業以外の原因による死亡なのに，たまたま

死亡のとき実際にその職業病があったというだけで，死亡診断書に死因を職業

病と記すこともあろう。さらに，職業病の表と記録とは主として補償に関する

管理方式と関連するもので，必ずしも生物学的因果関係に関連しなL、。

第二の困難は異なる産業聞で職業病の寄与が大きく変わることに由来してい

て，ある場合には主要な寄与をし(たとえば石炭鉱業の場合)，また他の場合

にはおそらくわずかの寄与しかない(たとえば多くの機械産業の場合〉。

(29) しかしながら原理的には，疾病頻度とその各々に伴う平均休業期間，

ならびに死亡頻度と平均死亡時年齢を考慮するとし、う，事故による障害と死亡

に対するのと同じ方式の解析を行うことができるであろう。原因の一部分だけ

がその職業に帰せられる疾病に対しては，何らかの荷重係数を用いてを}酌する

必要を生ずることがあるかもしれないが，そのような荷重係数は補償や年金の

決定のさいに広く用いられ容認されており， したがってそのような荷重係数を

合理的に用いることができるかもしれない。

しかし実際には多くの産業において，少なくとも休業期間に基づくかぎり，

職業病の寄与は職業上の傷害の寄与よりずっと小さいと思われる。英国で得ら

れた統計(叫では，死にいたらない産業事故による 1年閣の損失作業日数は

2，020万日であり，職業病と指定されたものによる日数は70万日すなわち全損

失の 3.5%であった。

必要とされる病院治療またはその他の治療の種類の解析から，職業上の疾病

が産業事故の影響度の数%にすぎないという，これと同じ比率が得られる(表

7)。

(30) したがって，もしある害の指標が損失日数に基づいてきめられるとす

れば，上記の事実は，職業病の高率発生が見られる職業を除けば，通例この指
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休業の頻度〈英国， 1969年 6 月 ~1970年 5 月〉

頻度の比:
職業病
全体

表7

職業病による
もの

産業事故によ
るもの休業の種類

療

ゆ

能
以

不

治

問

働α労
計

院

舗

の
新

度

入

外

軽

0.051 

0.052 

O. 024 

0.031 

2， 720 

9，140 

15，380 

27，240 

50，500 

166，600 

623，200 

840，300 

産業上の事故と職業病による 1年あたりの休業の頻度山およびそれらの頻度の比。

ドイツ連標に対する職業病の寄与はとるにたらぬものであることを意味する。

邦共和国における 4つの産業ク・ループの記録(凶は，職業病と職業上の事故とに

この百よる死亡のほぼ8%弱が職業病によるものであったことを示しており，

英国の分率の大部分は鉱業における比較的高い発生率によっている(表 8)。

工場内作業において事故死Chief Inspector of Factoriesの記録(16)によれば，

同じ職種で中毒(324者数が 251人，事故が 204，935件であったのにくらべて，

ガス事故 (304f牛〉による死亡は 10人であっ件〉による死亡はわずかに 3人，

た。死亡診断書には鉱業と採石業以外の職業において77例の石綿症， 21例の綿

じん肺症は工場熱， 228例のじん肺症が記録されている。鉱業と採石業では，

これはその年の鉱山と採石地での致死的事故に838人の死亡診断書に見られ，

職業上の事故と疾病による死亡数(ドイツ連邦共和国， 1970) 

頻度の比:
職業病によるもの

全体

表8

数亡死

0.32 

0.04i 

0.11 >0. 03 

0.01) 

0.08 

病業

75 

17 

11 

7 

110 

職職業上の事故

160 

417 

90 

675 

1，342 

業

廃

業

業

産業グループ

金

工

設

計

と

学

鉱

鉄

化

建

種々の産業における職業上の事故と職業病による死亡数(凶ならびにその頻度の比。
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よる 160人の死亡およびこれらの職業で記録されている約 144，000件の事故に

対応する値である。

したがって，大部分の産業において，また大部分の作業者に対して，産業上

の疾病は事故による労働不能の平均期間または寿命損失に基づいた害の推定値

をわずか数%だけ増加させるにすぎない。しかし鉱業または採石業ならびに化

学工業の若干の部門(1)のようなある種の職業では職業病の発生率が高いので，

この成分を考慮することが必要である。

放射線で誘発される身体的影響

(31) 放射線は，被曝した個人に現れる“身体的"影響とその子孫に現れる

“遺伝的"影響を引き起こしうる。身体的影響は“非確率的"影響くかなりな

大きさのしきい線量を超えた時にのみ現れる〉と“確率的"影響とに分類され

る。後者ではその頻度が線量に関係し一一通常しきい値が存在すると L、う証拠

がない一一職業上うける線量レベルでは，発生過程にある旺の場合を除いて，

悪性疾患の誘発が唯一の重要な影響であるようである。

(32) 非確率的影響は現在の許容限度内の被曝からはほとんど起こりそうも

ないので，職業上の被曝による害に何の寄与もしないはずである。そこでこの

節では，成人に誘発される主な身体的影響を構成するものとしての悪性疾患の

誘発を扱う。匪または胎児に対する影響の重要性は51~64項に，また遺伝的影

響の重要性は43~50項に記す。

(33) 致死的な悪性疾患に対する平均のリスク係数は， ICRP Publication 26 

においてすべての年齢と両性についての平均値として約 10-4rem-1とされてい

る。この値はのちに (38項)議論するように，種々の致死的がんの全リスクと

してヒトの疫学的調査から導かれた個々の器官または組織に対する推定値と矛
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盾しないようである。このような推定値を導くさいには，その調査の継続期間

と，調査期聞が過ぎてから被曝者の生涯の聞に生じるかもしれない追加の死亡

数に対して考慮が払われている。

(34) しかしながら，すべての放射線誘発がんが発現するよりも前に自然の

原因による死が起こるので， 18歳から65歳の就労期間に一定の平均線量率で被

曝した集団では，潜在的に致死的なすべての誘発がんのある部分は発現もしな

いし死をもたらすこともないであろう。 被曝してから被曝により 誘発されたが

んによって死亡するまでの聞の“潜伏期間"の分布の不確かなことが主な理由

で，推定されたリスクがどのくらい減少するかについては正確な値は得られな

いが，この減少の平均が約25%より大きいことはないようである。白血病の平

均潜伏期聞は1O~13年の範囲にあり， この悪性疾患については今日では被曝か

表9 致死悪性腫蕩誘発率の年齢および性による変動

年別(1齢平0-均グ6
r
ノ
e
リレ
m
ース→プF ) 

年齢グノレープ
18- 20- 25- 30 35 40- 45- 50- 55- 60- 計

男 J性
白 血 病 20 20 20 20 20 20 20 17 14 8 

1う1 ん 80 78 75 70 64 56 45 32 22 10 

計 100 98 95 90 84 76 65 49 36 18 

年分齢率グノレープ別百 7.1 12.2 10.8 10.1 9.7 10. 3 11. 0 9.4 10.0 9.4 

午責 710 1，200 1，030 910 810 780 720 460 360 170 7，150 

7， 1501 (100 X 100) =0. 72 

女 性
白 血 病 20 20 20 20 20 20 20 20 17 14 

カ1 ん 130 130 127 122 113 104 91 73 52 35 

計 150 150 147 142 133 124 111 93 69 49 

年分齢率グノレープ別百 17.2 22.7 10.5 6.3 6. 4 7. 5 8.9 7.6 8. 2 4.7 

積 2，580 3，410 1，540 890 850 930 990 710 570 230 12， 700 

12，7001 (150 X 100) =0. 85 

放射線被曝時の年齢 (37項， 38項参照〉別の，放射線誘発悪性麗蕩による死のリスク
(100万人あたりレムあたり〉。作業者集団と同じ年齢分布をもった集団の平均リスグは，

すべての誘発がんがすべて現れるとの仮定に基づいた計算値のo.72倍(男性〉あるいは

0.85倍〈女性〉である。
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ら死亡までの期間の分布を近似的に推定することができる。 (16)がんの平均潜伏

期聞はこの値の約2倍ぐらいのようであり，がんの潜伏期間の分布は白血病の

場合より時間的に 2倍に広がっていると仮定する。

(35) 表 9は就労期間の間一定の率で被曝した結果発現するであろう悪性腫

蕩の数を，前記の根拠に基づいて推定した値を示し，被曝のリスクが全部現れ

る若年期の被曝によって生ずると思われる数と比較している。自然の原因によ

る死亡の平均年齢を男女それぞれ72.5歳と77.5歳と仮定すると，放射線誘発白

血病による死亡のリスクは男性で50歳限後，女性では55歳以後の被曝について

は最大値 20X16-6rem-1(lB)から減少し始める。

(36) その他の放射線誘発悪性腫蕩に対して ICRPPublication 26は，致死

的肺がんにつき20，骨の細胞につき 5，甲状腺につき 5，乳房につき25(女性

の50と男性の Oの平均)，他のすべての器官を一緒にして 50というレムあたり

100万人あたりの最大リスク率を導いている。白血病以外のすべての悪性腫療

についての平均最大リスク率はしたがって， 105XlO-6 rem-1 となるであろう。

(37) このようなすべてのがんについての潜伏期聞く被曝から死亡まで〉の

分布を白血病のそれの 2倍と仮定した場合，男性で20歳以後，女性で25歳以後

の被曝についてリスク塁手は徐々に減少し始めることを表 9は示している。

(38) 表 9の作業者集団の年齢分布は，英国のすべての男性作業者と女性作

業者(1969年 6月から1970年5月の間に被雇用者として登録されていた者ω)

についての分布と同ーと仮定されている。これらの集団については前頁の表に

す(1べ00て万の人致あ死た悪り性鍾蕩のリスク
， レムあたり〉

すとべてが現れる 就労期間中の被 発分現率する百
仮定した時 曝によるもの

男性 100 72 72 

女性 150 127 85 

平均 125 99 78 
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示すように，致死誘発悪性腫蕩の平均リスク率は 100XlO-6rem-1 になり，こ

れはすべての誘発悪性腫蕩が完全に発現することを許す年齢における被曝での

最大発生率の約80%に相当する。

(39) 就労年齢を通じて被曝した結果現れるリスクの全リスクに対する百分

率は作業者集団の年齢分布と男女の分布により大きく異なるであろうから，こ

こでは明らかにきわめて暫定的な根拠から推定しているのである。しかし同程

度の値(男性で71%，女性で87%)がカナダのある原子力施設の作業者の年齢分

布を用いても得られており，全リスクの80%程度が就労年齢での被曝により発

現するものと思われる。(これらは年齢で荷重した平均値であることを強調し

ておく。個人の年齢と性別によるリスクの変動は65-67項と表13において議論

する。)

(40) 悪性腫蕩の誘発の害への寄与には以下のような多くの成分が含まれ

る:

(a) 前述のように，致死悪性腫蕩による1O~15 年の寿命の損失(13 項参

照); 

(b) 致死悪性腫療による死亡までの擢病期間。白血病を含むすべての部位の

がんの診断から死亡までの生存期間の中央値は，根治療法が可能であった

7，000人の患者については 26.4か月，根治療法を受けられなかった 21，000

人については 5.3か月としづ推定値が得られており，すべての患者につい

ては約11か月となる。(17)生存期間の中央値でなく平均値で表すと，この{直

はおそらく少し大きくなるであろう;

(c) 致死的でないがんの場合の，手術を含む擢病期間または労働不能期間，

および治療後のがん再発に対する不安。

(41) 致死的でないがんのリスクは致死的ながんの リスクと同程度と思わ

れ，その大部分は皮膚がん，甲状腺がんまたは乳がんである。 皮膚の場合には

症状の重篤度，手術およびおそらく不安の程度はすべて比較的軽いと思 われ
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る。甲状腺に関しては，大部分の場合症状と手術については皮膚と同様と思わ

れ，重大なまたは長期の臨床的労働不能のリスクはこの部位の致死悪性腫療の

リスク (5XlO-6remっとおそらく同程度である。乳房については，死にいた

らないがんの全平均頻度は致死的ながんの頻度 (25X10-6rem-りとほとんど

等しいようであるが，いずれの場合でも治療期間があるし，ある場合にはそれ

に加えて労働不能の期聞があるであろう。

(42) 40項に記した 3つの成分に対し正確な重みを与えることは，それがど

んなものであれ不可能であるが，近似的なものであれば可能と思われる。第一

の成分t土1O~15年の完全な寿命の損失のリスク 10-< rem-1を伴い，第二の成分

は約 l年の健康の損失の同じ大きさのリスクをもっ。第三の成分はおそらく数

年閣の労働不能の 2X 10-5 rem-1の程度の平均リスクを伴L、，さらに，みかけ

上成功した治療の後もう少し長く続く不安という，これよりし、くぶん高いリス

クを伴う。大多数の人々が，末期症状の 1年，ずっと機会は少ないがそれより

長い期間の一時的な疾病，またある場合には引き続く不安の期間よりも ，10~ 

15年の寿命の損失を一層重視して，第ーの成分が影響度の点で最も支配的とみ

なすのは合理的である。もしそうであるならば，このことは，寿命または健康

の損失期間に関しては放射線の身体的影響のすべての影響度は1.5XlO-srem-1

の程度であることを示すといえよう。

放射線で誘発される遺伝的影響

(43) 被曝した人々の子孫に現れる放射線の遺伝的影響に帰せられる害は，

本質的には見解上の問題で為る数多くの決定をどう行うかによって極端に変わ

る。

(り放射線に被曝した一人の作業者が体験する害を推定する場合(集団全体
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に寄与するものとは区別して)，考慮の対象とすべきはその子供に現れる遺

伝的損傷だけなのか，その孫までの分なのか，あるいは将来の世代金体に

わたる損傷なのか? 作業者自身の被曝のせL、かもしれないと思われる先

天性異常児を作業者自身が生涯中に体験するのは最初の 2世代に 現れる

ものに限定されるであろう。作業者と作業者の妻(為るいは夫)の不安も

たぶん子孫全体というよりは主としてこれらの世代についてであろう。 し

たがって，誘発されるであろう害の点から職業上の放射線被曝に関する限

度を考えるさいには，最初の 2世代だけに現れる遺伝的害を含めるのが理

にかなっているように思われる。もちろん， 職業上の被曝に由来する集団

全体に対する害を考えるときには，すべての世代にわたる害全体を含める

必要がある。

(b) 自身に害がおよぶ可能性のある職業につくことを多少とも自身で認めて

いる作業者に現れる害ではなく，その作業者の被曝が原因で，またその問

題につき自分では選択することなしに，子供の時代から影響を受けるかも

しれない作業者の子孫に現れるであろう害に対 し，どのような“重み"を

与えたらよいであろうか? 作業者とその妻にとっては，作業者の子供た

ちに出生時から現れるような害の可能性の方が，作業者自身に現れる同じ

傷害に適用される重みよりもはるかに大きな重みをもつのは明らかであろ

う。したがって，死にいたらない重大な遺伝的欠陥の各々に対し，作業者

自身の致死悪性腫療による寿命損失の重みと等しい重みを与えることは，

理由があるように思われる。

(c) 放射線で誘発される遺伝的異常は:

一一重篤な場合には，受胎旺の発生不能あるいは着床不能を起こすことが

ある;

一一一生存不能な胎児の流産をきたすほど重篤であることがある;

一一胎児は成熟するまで育ちえて出生児に現れることがある。
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これらの可能性に対していかなる相対的重みを与えるべきで為ろうか?

(44) これら 3つのうち最初の 2つは三番目のものよりも潜在的な寿命の損

失が大きいので，これらに一層大きな重みを与えるべきであるとの意見があり

うるかもしれない。同様に，あるいは多分それ以上に，出生児に現れかつ経験

される傷害のみを考慮すべきであること，作業者またはその妻にとって，着床

しなかったことは 1回の月経の消失としてだけ認識されること，また早期の流

産は発育できない生命が絶たれたとみなしうるで為ろうこと，という見方もあ

りうるであろう。

(45) これらの点についての見解の相違に関しては明らかにかなりなはばが

あり，検討を必要とする。しかし一方では，これら 3つの様式のそれぞれある

いはその他の様式で現れるらしい，染色体異常または突然変異の頻度を推定す

ることは重要なことであろう。しかしながらさし為たり，遺伝的傷害が職業上

の被曝の害に寄与するのは，本質的には被爆した個人の子孫の最初の 2世代の

出生児に現れるこのような重大な欠陥であると考えてよいであろう。

(46) このような欠陥のリスクは照射された動物，とくにマウスの子孫で観

察された頻度にヒトのゲノムの大きさを掛酌するための補正を加え，あるいは

“倍加線量"法では， ヒトの遺伝する欠陥の自然発生頻度を劉酌するための補

正を加えて，推定される。マウスについてのリスク率は繁殖可能な動物の照射

後に生まれる子孫全体に現れる欠陥に関するものである。ヒトに関して推定さ

れたそれに相当するリスク 10-'rem-1 (最初の 2世代の聞にみられる重篤な遺

伝する不健康状態に対してω〉は， したがって，子供を受胎する前に照射され

た受胎可能な個人の集団に適用されるものである。

(47) 18~65歳の作業者集団では，ほとんどの者はその後の子供期待値が低

下しているような年齢で被曝し，一部の者は被曝後子供を受胎するような年齢

ではないので，遺伝的影響はない。反対に，被曝後の子供期待値が最大に近い若

い年齢の場合には出生児の障害のリスクは 10-4rem-1 とし、う値に近くなろう。
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表10 年間被曝が一定の作業者集団(年齢18~65歳〕における遺伝有意成分

男 性 女 性

年ー齢プグル 相期待対子値供本 集百団分中率の 積 相期待対子値供本 集百団分中率の
積

18- 0.984 7.1 7.0 0.931 17.2 16.0 

20- 0.866 12.2 10.6 O. 730 22. 7 16.6 

25- 0.584 10.8 6.3 0.401 10.5 4.2 

30- 0.293 10. 1 3.0 O. 155 6.3 1.0 

35- O. 121 9. 7 1.2 0.046 6.4 0.3 

40- O. 044 10.3 0.5 O. 008 7.5 0.1 

45- 0.015 11. 0 0.2 O. 001 8.9 

50- 0.005 9.4 

55- 0.002 10.0 

60- 0.001 9.4 

100 28.8 100 38.2 

遺伝有意の割合 0.29 0.38 

*各年齢グノレープにおけるその後の平均子供期待値。親になる以前の年齢の偵を 1と

した時の相対値。

したがって，職業上の放射線被曝のうち，平均してどれほどの部分が遺伝的

に有意となるかは，問題としている作業者集団の年齢構成と被曝した年齢に決

定的に依存する。(個人の年齢による変動は後節で議論する。)

(48) 表10は男女別グノレーフ。におけるある年齢以降の平均子供期待値を，は

じめて殺となる前の年齢での値を 1として相対的に示したものである。表には

作業者集団 (1970年に英国で被雇用者として登録されたすべての人々 (11))の18

歳から65歳までの年齢分布も示してある。この集団における各年齢群の百分率

と子供期待値との積の和は，すべての作業者がまだ十分な子供期待値が適用で

きるような年齢におると仮定した場合に予想される値と対比すべき遺伝的傷害

の平均リスクを表している。 ここで調べた年齢構成をもっ為る集団に関して

は，集団の全構成員の子孫の最初の 2世代に完全に現れる遺伝的影響に適用さ

れる10-'rem-川町というリスク係数に，男性では0.29，女性では0.38の値を乗
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表11 集団の年齢構成によって決まる，平均年間職業被曝のうち遺伝有意な割合

国 職 業 割合 | 国 職 業 割合

男性 女性

英国 全被雇用者 0.29 英国 全被雇用者 0.38 

発電企業 0.21 放射線技師 0.61 

原子力発電所 O. 19 カナダ 原子力発電所 0.24 

蒋処理工場.1950 0.32 日本 医療職員 0.09 

再処理工場.1974 O. 16 研究および教育 0.14 

放射化学施設 0.24 オース 放射線技師 0.48 

非破壊検査技師 0.27 
トラリ

放射線科医助手 0.39 ア
カナダ 発電企業 0.23 看護職員 0.39 

原子力発電所 0.20 核医学職員 0.48 

日本 原子炉運転 0.28 

燃料加工 0.35 

原子炉保守 0.42 

原子炉運転 0.37 

工 業利用 0.26 

医療職員 0.08 

研究および教育 O. 16 

じたものがそれぞれの平均 リスクとなろう。この推定は年齢によって放射線被

曝は変わらないと仮定しており，この仮定は多分真実に近いように思われる。

もっともすでに論議したように，全作業者の平均年齢よりも被曝の平均年齢の

方がいくぶん高いために，職業上の被曝の遺伝的影響はこれより少し小さいで

為ろう。

(49) 職業上の被曝全体のうちどれだけの部分が遺伝的に有意であると考え

られるかは，作業者集団の年齢構成， とくに 18歳から25歳の間の年齢構成で

大はばに変わる。そこで，放射線被曝を伴う多くの職業で年齢構成が確かめら

れているものについて表10と同様な計算を行い，その結果を表11に示した。英

国における全国民集団の子供期待値を他の国の職業群に適用しているため，個

々の値はごく近似的なものにすぎないが，これらの値は，たとえば放射線技師

と医療従事者の聞に一般的にみられる年齢構成における相違，あるいは，創設
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以来24年の聞の核燃料再処理施設の職員の平均年齢の増加に帰することのでき

るもっともらしい変動はばを示している。遺伝的に有意な割合の値は0.1~0.6

の範囲にあるが，ほとんどの場合，すべての職業上の被曝の0.2~0.4倍が遺伝

的に有意であろうことを示唆している。この報告書では，作業者集団の最初の

2世代における重い遺伝的欠陥の平均リスクは，最大子供期待値をもっ年齢に

適用される値(10-4rem-りの0.3倍， したがって 3XlQ-6rem-1 (両親のいず

れかに対して〉のリスクとしている。

(50) すべての年齢において等しく照射されるような一般集団について，こ

の割合は親になる平均年齢と死亡時の平均年齢とに大はばに依存することを知

っておいてよいであろう。この割合は， 1973年のイングランドとウェーノレズに

おいては，男性で0.46，女性で0.38であった。(19)一般集団にもすべての作業者

集団の大部分にも適用できる値として， ICRPは0.4とし、う値を採用しており，

これは，遺伝的リスク値が 4X10-6rem-1 であることを意味している。(川

妊娠中に放射線で誘発される影響

(51) 作業者集団の中の妊婦胎内の庇または胎児の照射による害が職業上の

被曝に起因する害の総計に寄与することは明らかである。この寄与が平均どの

くらいになるかの推定値は次の 4点に関する情報に左右される。

(司任意の一時点、において，妊娠していると思われる女性作業者集団の割

合。

(b) 旺が着床する以前の被曝によるレムあたりの害のリスクとこの時期の長

さ。

(c) 着床した庇が器官形成期にある聞の，上記に対応するリスク率とリスク

の期間。
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臼) 胎児発育期の残りの期間の，大部分は悪性腫療の誘発によるリスク率。

妊娠の頻度

(52) 母親の年齢別の出生児数および出生頻度についてのデータを表12に示

す(イングランドおよびウェーノレズ， 1973年州;死産児を含めれば頻度は約

1%高 くなると思われる〉。雇用されている全女性集団中の各年齢グループの

百分率も示してある(イングランドおよびウェーノレズ， 1970)。

この表の第4欄は，調査された被雇用者集団中の女性100人につき 1年あた

り約 6.4の妊娠が起こるらしいことを示しており，また，ある原子力施設の女

性職員にも同じような値 (6.7)があてはまると推定された。これらの備は，調

査された集団の出生率と平均出産年齢およびこれら被雇用者の年齢構成に依存

することは明らかである。しかしながらここでは，女性の労働年あたりの妊娠

0.065という値を，ほぼこの頻度で旺または胎児がリスクをもっ可能性がある

大体の頻度を示すものとする。この値は，もし雇用されている女性の方がそう

でない人々より妊娠が少ないらしいということであれば，それだけ低くなるか

表12 年あたりの出生頻度:年齢18~65歳の被雇用者集団

年ああたり1，000人数 年人齢数グループ別
年齢グ たりの刷出生児 の侶百)分率 積
ノレープ (AXB) 

18- 79 17.2 1，359 

20- 131 22. 7 2，974 

25- 135 10.5 1，418 

30- 64 6.3 403 

35- 25 6.4 160 

40- 6 7.5 45 

45- 0.4 8.9 4 

50-65 20.5 

計 100 6，363 

女性1人あたり年あたりの平均出生児数， 0.0640 
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もしれないし，あるいはあるグループ，たとえば全員が20歳から30歳の聞の年

齢にある放射線技師では 2倍になるかもしれなし、。

着床前のリスク

(53) 受精卵が子宮壁に着床する前の時期では，放射線被曝による主なリス

クは着床不能， したがって子宮内死亡のリスクである。 この時期においては，

それ以後の発育が損なわれるリスクまたは出生児に現れる警のリスクは小さい

ように思われる。

マウスについて，着床前の受精卵に対する50%致死線量の様々な推定値が得

られている。子宮内死亡のリスクが LD60 のレベルまで線量とともに次第に増

加するとし、う証拠もいくつか得られている。(叫 もしこの増加を直線的である

と考えるなら，LD日の平均値が60radから240radくらいであるということは

(2~8)XI0-8 rem-1のリスクということになろう。ラットではこの時期の子

宮内死亡の LD60値は 30~100rad と見積られており， これは (5~17) X I0-8

rem-1 のリスクを意味していることになろう。(21) 25Rの照射後に得られたデ

ータ聞でも，マウスの着床前受精卵が吸収される率は約 7X 10-8 rem-1である

ことが示されている。

(54) ヒトではリスクの推定値を直接得ることはできなし、。しかしながら，

この時期の被曝のリスクを 8X 10-8 rem-1とすれば， ヒトではこの時期の長さ

は8日と考えられているので，年あたり lrem被曝する女性被雇用者集団での

受精卵の着床前損失の平均リスクは

0.065X _~ーX8X lO-8=1O-6 y-1 
365 

である。(年あたり lremとし、う平均の被曝率は単に比較のために仮定したも

ので，その目的は，受精卵に対する種々のかたちの害の頻度を作業者集団にお

ける被爆に伴う寄の頻度と比較できるようにするためである。〉
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匹に対するリスク

(55) 旺発生期では，放射線被曝の主なリスクは主要器官形成期中に起こる

損傷に起因する奇形のリスクであろう。旺の死は 100rad以上照射されたげつ

し類で高頻度に起こるが，この程度以下の線量では比較的まれである。そし

て，低線量被曝後における新生児死亡率または生後の死亡率の増加は認められ

ていない。

(56) ヒ卜では主要器官形成期は着床時からほぼ35日間続く。この時期以後

は，高線量での主要器官系の損傷およびこれより低い線量でのある種の生化学

系あるいは局所器官系の損傷が起こるとはいえ，被曝によって発育が明らかに

妨げられることは少ないようである。

ヒトでは，長崎における高線量での，および広島におけるこれより低い線量

での妊娠初期の子宮内被曝によって，頭の大きさの減少と精神薄弱の発生の増

加が起こることが示されている。両市では知恵おくれの平均リスクはradkerma

あたり約10-3であった。 (23) このことは，広島の中性子線の RBE を1O~20 と仮

定すると， レムあたり約 0.5XlO-3 の率に相当する。

(57) 広島および長崎において子宮内被曝した子供について他の型の奇形が

増加したという報告はなく，また相当大量に被曝したヒトについての他の研究

では，奇形の率の増加の推定値もなく，また増加すると L、う証拠も得られてい

ない。したがって， O. 5XlO-3 rem-1 としづ発生率は，高い線量率でかなりの

高線量を受けた後に検出されるすべての奇形についての値であれまた妊娠の

最初の17週間つまり主要器官形成期と考えられる期間の約4倍の期間被爆した

すべての旺を基礎にしたものである。したがってそれは，妊娠 8日目ないし12

日目に150rad照射した後の奇形の増加が 30%という，マウスで観察された発

生率と大体一致しているように思われる。この推定値は，もし低線量率での

低線量照射で起こる奇形にも適用できるものであれば，年あたり 1rem被曝す



(35) 

る女性集団における平均リスクは

17 受 民有Q. 065X-~-~xO. 5X10-3=10→y-l 
52 

となることを意味することになろう。

胎児に対するリスク

(58) 妊娠のもっと後の時期の胎児被曝は10歳までの小児期に悪性疾患によ

る死亡率を増加させることが示されている。その後の成長の多少の鈍化と高線

量被曝後の重大奇形も起こりうるにしても，低線量による害の主なものはおそ

らく，放射線診断で使われる程度の低線量でも発生する可能性のある致死悪性

疾患に起因するもののようである。

(59) ラドあたりの誘発率についてはさまざまな推定があるが，成人につい

ての平均の率とその 2倍の値との聞にはいるようである。国連原子放射線の影

響に関する科学委員会では，胎児被曝後の致死悪性腫蕩の率を2.3X 10-4 rad-1 

と推定した。(叫成人女子での率は一一乳がんの誘発を考慮、に入れて一一およそ

1. 5 X 10-4 rad-1 とすべきであろう。 (18) このことから，小児期の致死悪性腫療

誘発の平均リスクは，女性作業者集団中の成人に誘発される致死悪性腫蕩の 6

%前後であるように思われる。というのは， この様式による悪性腫蕩の誘発に

胎児が感受性をもっ期聞を平均7か月と仮定し，またその母親が仕事を続ける

と仮定すると，その率は

2. 3 X 10 -4 " 7 
0.065X一一一~X一一=0.06

1. 5X10-浩 12

となるからである。

妊娠中の照射によって付加されるリスクの総計

(60) この報告書で他の点に関しても強調したように，為るリスクの重要性
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を数字的に評価することでは適切に記述しえないことを強調しなければならな

い。社会一般と職業上放射線に被曝する人達とでは，働いている閣の妊娠中に

誘発される奇形と遺伝子突然変異によって後の世代に起こる奇形とに対して，

また子宮内被曝児の悪性腫蕩による死と作業者自身のうちの一人に起こる死と

に対して，またさらに，受精卵の着床の失敗一一これはゐるべき月経がないと

いう形でしか現れないらしいーーと出生児あるいは成人の死とに対して，異な

った意義づけをすることは間違いないであろう。

(61) しかしながら， 数値の上だけで見れば，また害に対する寄与の労働社

会全体に対する平均値としては，妊娠期間中の照射のため職業上の被曝による

害の総計がそれほど増加するとは思われない。着床前の損失にどんな重みをつ

けようと出生児に現れる害に寄与しないので，この様式による寿命の損失の総

計は，女性における致死的がんによる平均死亡率を1.5XlO-' rem-1 と仮定し

た場合の女性作業者自身の間に起こる寿命損失の約7%であるらしし、。

(62) 器官形成期に誘発される奇形の数は，同ーの作業者集団中に誘発され

る遺伝起源の奇形と比較できるものであろう。さきに仮定した年齢構成をもっ

被雇用女性集団において年あたり 1remの被曝があったとすれば，被曝した人

数と被曝以後の各年齢グノレーフ。の子供期待値(表10および11)から推定されるよ

うに，この被曝の約0.3倍が遺伝的に有意となるであろう。もし，最初の 2世

代における重大な遺伝的欠陥のリスクを， レムあたり10-4とすると (18L この種

の欠陥の発生頻度は，上記集団中で 3XlO-Sy-1 (あるいは，全世代に対して

はこの値の約2倍〉になるであろう。器官形成期の発生異常の誘発は平均約

10→y-lの率であるので，この時期の照射はこの型の害を約%増加させること

になろう。

(63) 妊娠中の被曝による致死悪性腫蕩の増加率はさらにずっと少ないらし

く， 6%の増加と推定された。しかしながら，子宮内被曝によって誘発される

悪性腫蕩は，職業上被曝する成人に発生するものよりずっと大きな寿命の損失
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年数を伴うであろうということを考慮に入れるべきである。前に (13項〉推定

したように，後者による平均損失寿命は1O~15年程度であると思われるのに対

し， 10歳までに死亡するがんでは約65年の平均余命が失われる。したがって，

寿命の損失期間で表せば，子宮内被曝による悪性腫蕩によってこの原因による

損失寿命も約ys(つまり 6% X 65/12. 5)の増加をさたすものとみなすことがで

きょう。とはいえ，妊娠とわかっている期間の被曝に関して委員会が勧告した

制限はこの数値をかなり減少させるであろう。

(64) 妊娠中の職業上の被曝による害の平均的増加は，ある職業での女性作

業者の割合，就労期間に妊娠を避けるかどうか，また，妊娠とわかってからの

作業制限の程度， したがって平均被曝量の制限の程度に大いに左右されること

は明らかである。女性だけしか雇用されていない職業で，妊娠中のし、かなる時

期にも配置転換が行われない場合，その集団全体のリスクの総計は妊娠時被曝

によって約%増加するであろう。

年齢および性によるリスク率の変動

(65) 身体的影響および遺伝的影響の双方についてリスク率の年齢に伴う変

動を議論し，また作業者集団全体についての平均の率を，作業者集団の放射線

防護を目的として委員会が採択した限度との関連で考察してきた。

(66) 作業者個人の防護のためには，作業者の年齢と性にかかわらず，過去

にこの限度以上の被曝を受けたことのないどのような作業者に対しても十分な

防護となるべきレベルに線量限度は定められている。年齢と性に伴うリスク率

の変動が極端でなし、かぎり，すべての作業者に対してただ一つの適切なレベル

を用いることができれば，それは，一人一人の作業を作業者の年齢と性を考え

てコントローノレする必要がある場合とくらべて，防護の確実性が一層信頼でき
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表13 個人の年齢と性によるリスクの変動

(リスクレベル， 10-6 rem-1) 

年 齢(歳〉
20 30 40 50 60 平均 基準値

男性

白血病 20 20 20 19 11 18 20 

ヵ: ん 80 72 60 38 16 53 105 

遺 伝 97 41 7 。 29 40 

言十 197 133 87 58 27 100 /165=0.61 

女性

白血病 20 20 20 20 16 19 20 

ヵ: ん 130 125 109 82 44 98 105 

遺 伝 89 23 2 。 。 23 40 

言十 239 168 131 102 60 140 /165=0.85 

表 9および10の値に基づく被曝時の年齢別のリスクの総計(身体的+遺伝的〕。全年齢

に対する平均値は，あらゆる年齢の男女両性の防護の目的で採用された基準値の 0.61倍

(男性〉と0.85倍(女性〉である。図4参照。
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図4 ICRPが放射線防護の目的で採用した1.65XIO-' rem-1 という

基準値とくらべた，年齢および性によるリスク〈身体的+遺伝的〉

の変動。 ICRPの基準値は，遺伝の o.4X 10-' rem-1 と，発がんの

リスクがすべて現れるとしての男性の値(1.0 X 10-' remーっと女性

の値(1.5X 10-' rem-りの平均値1.25XIO-' rem-1 とから成り立

っている。



(39) 

るものになるであろうことが当然期待される。

(67) 為る個々の種類のがんを誘発するリスクは被曝者の年齢に応じて変わ

ることについて，いくつかの情報が得られはじめている。しかし，この問題に

関しては，変動のこの原因を完全に解析するには不十分なデータしか得られて

おらず， ICRP Publication 26にあるリスク率は一般に成人集団に対して推定

された平均のリスクを扱っている。これらの値ならびに年齢に伴う遺伝有意線

量の変動〈表10) とがんの発現の変動(表 9)を用いると，表13と図4に示す

ように， リスクの推定値はこの根拠から年齢とともに男性ではICRPの基準値

の約 1.2倍から 0.15倍に，女性では1.5倍から 0.35倍に減少する。一定の率で

連続して被曝する18歳から65歳までの就労期間の聞の平均の値は，男性では基

準値の約 0.6倍，女性では0.85倍になるであろう。

害の指標の考えられる表現法

(68) どんな指標でも，ただ一つで反論に対して科学的に応え得るような指

標はないことを，くり返して述べておかなければならない。必要とされるの

は，妥当で学識ある意見と矛盾することのない，定量的な指標である。そのよ

うな指標は，寿命の長さと職業上の原因で失われる就労期間の長さを考慮し

て，今までに論じてきた証拠にてらして示唆することができるであろう。

(69) 放射線被曝は起こらず産業病の頻度が高いことが知られていない産業

では，そのような指標に主として寄与するのは事故死であろう。とくに，その

頻度Dが約 200X 10-6 y-lを超えたならばそうであろう。しかしこの指標に

は，死にいたらない事故を酪酌するため，たとえば DO・5 に比例する寄与を加

えるべきである。こう考えれば，図 2に示されているデータから，死にいたら

ない事故による損失期間の長さは，約 D=200X10-6y-lのとき，事故死によ
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る損失期間と大体等しく30年であることが示唆されるが，死によって失われる

期間とくらべて，休業により失われる期閣の重要さを低めるためかなりな大き

さの荷重係数をあてはめるべさであると，多分感じられるであろう。これに産

業病による寄与が加わるが， これは上に得られた指標を数%(たとえば約 5%)

増すことによってカバーされるであろう。

(70) そこで，たとえば事故死による寿命の損失を 1とし，死にいたらない

産業事故による休業期間には 0.1とL、う荷重係数を与え，おのおのの事故死の

平均寿命損失は30年であるとすれば，作業者 1，000人あたり年あたりの損失年

数で表した指標値Iは，D=200X 10-6 y-l の職業では次のものから成り立つ

であろう:

(a) 事故死による6.0(=年あたり 1，000人あたり200XlO-8の死X1つの死

あたり30年〉

(b) 死にし、たらない事故からの0.6(事故死とほぼ同じ年数に荷重係数0.1を

乗じて得られる)

(c) 産業病について，それの高率発生がふつう認められている職業を除い

て， (a)と(b)の合計の 5%，すなわち約0.3

これらの合計は 1=6.9となる。

(71) このような根拠からと，さらに18項で述べたように，事故による傷害頻

度は事故死の頻度の平方根に比例すると仮定すれば， 指標は(被雇用者1，000

人あたりの年数で表して)次に示すように 3成分の和となり，大体次の値とな

ろう。

D = 300 X 10-6 y-l では

100X 

30X 

10X 

11 

11 

11 

1 =9.0十0.7+0.5=10.2 

1 =3.0+0.4+0.2 = 3.6 

1 =0.9+0.2+0.05= 1. 2 

1 =0.3+0.1十0.02=0.4 

(72) したがって，放射線被曝を伴う職業であって事故死亡率が D=10X
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10-6 y-lである場合，指標は外傷性事故による 0.4とL、う成分をもつことにな

る。もし致死悪性腫蕩が10四 4rem-1の率で誘発されるならば，そして致死悪性

腫蕩と死にいたらない悪性腫療とによる擢病期聞を含めて， 1つの致死悪性腫

蕩が15年の寿命損失と等価であるとすれば，身体的影響による寿命損失は，平

均的な職業上の被曝 1remにつき， 1，000人4手応たり1.5人ー年となるであ

ろう。そして， どんな被曝も年あたり 5rem以下に制限すると，平均の年被

曝は0.6rem付近となるのが普通であることがわかっているから， 身体的影響

からの指標への寄与は 0.9となるであろう。

(73) もし遺伝的影響が 3X10→rem-1とL、う平均的な率で起こるとし，誘

発される遺伝的異常のおのおのに，たとえば悪性腫蕩による死と同じ重みをも

たせるとすれば，指標に0.25が加わることになろう。そしてもし，作業者集団の

半数が女性であるとし，またもし，作業者集団でも一般の人でも同じ率で妊娠

が起こり，被曝をその期間中でもとくに制限しないとすれば，妊娠中に誘発さ

れる害によって 0.2が加わることになろう (64項で論じたように，これら女性

作業者が照射されると害は身体的害と遺伝的害との和の%だけ増すため〉。そ

こで，このような集団における害の指標は 0.4十0.9十0.25+0.2=1.75となろ

う。これは，放射線被曝がなく致死事故率がD=45X10-.y-lの職業の害の指

標に等しい(英国における多くの工場作業者の害の指標がこの程度である。

15項参照〉。あるいは， ウラン採鉱で起こるであろうような事故死と呼吸病に

よるかなりな寄与を加えるとすれば，指標はそれに対応して大きくなるであろ

う。

(74) すべての作業者が ICRPの限度， 5 rem y-lで連続して被曝すれば，

指標は0.4+7.5+2.0十1.6=11. 5となり，これは致死事故率が340X10-.y-lの

職業に相当し，多くの国々での建設業または石炭鉱業の事故による致死率と同

程度である。
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結論

(75) この報告書の限界およびここで示唆した害の指標の限界は明らかであ

る。これらは本質的には起こった諸事象による害を扱っているが，これらの諸

事象が起こることについての不安一一これは職業が異なれば非常に異なるかも

しれないものであるが一一ーによる害を適切に含めているわけではない。正しい

か否かは別として，作業者が自分の熟練によって避けることができると感じて

いるような事故死のリスクと，平常の作業環境に存在する放射線または化学物

質によって引き起こされる悪性腫蕩による同じ値の死のリスクとの聞にはその

不安の程度に大きな相違がある。作業者またはその家族によるこのような不安

は，そのような疾病に関連した事柄の何らかの最近の公表，秘匿，あるいは偶

発事件によって変わるであろう。これらの不安は，実際に起こっている疾病や

死の害と匹敵するほどの害を含んではいないかもしれないが，このような疾病

が起こることは決してない多数の作業者に影響をおよぼすことがあるので，も

っと十分に考察することが必要なことは明らかである。

(76) 同様に，ここで述べた事故と疾病との害への寄与は，信頼することの

できるごくわずかな調査に基づいて考察したものなので，たとえば産業病によ

る死の重要性や発育中のヒトの胎児に対する損傷の重要性について，さらに調

査研究が必要である。そのうえ，遺伝的損傷による害ももっと十分に評価する

ことを要し，それを推定する根拠一一最初の 2世代の出生児に現れる欠陥だけ

を考慮すると L、うーーも再検討を要する。

(77) しかしながら，同時に，放射線被曝を伴う職業の安全性と他の現存す

る職業の安全性とを比較するためには，何らかの“害の指標"が是非必要であ

り， どんな指標であれ，現在の限られた調査の結果だけからも指摘できるいく
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っかの点を考慮に加える必要があろう。それらの点とはたとえば:

(a) 事故死による寿命損失の長さと放射線誘発悪性腫療による寿命損失の長

さとには違いがあるらしいこと;

(b) かなり危険性のある職業において，事故死による寿命損失の長さは休業

期間の総計によるものよりも平均的に長いこと;

(c) 事故死の頻度と事故傷害の頻度との関係は非直線的であること;

組) 大多数の産業では，損失期間への職業病の寄与は比較的小さいこと。

(78) これら要因をどんなに大ざっぱであれ定量的に考察に加えるために

は，平常の総就労期聞から失われる時間とし、う指標(被雇用者1，000人あたり

年あたりの人イ手で表した〉が，可能性のあるやり方の一例であり，考察す

べきものとしてこの報告書で示唆した。この指標は，少なくともディメンジョ

ンのない量であるという利点、がある。
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